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要　旨
社会経済の発展、生活水準の向上、医療レベルの進歩、社会保障制度の改善などにつれて、人々の平均寿命が絶えず増えている。したがって、21世紀は高齢化の世紀と言われている。また、すくなからぬディンクスと言われている青年たちは子供を生まないことで出生の総人数の減少になって高齢化問題もますます目立つうようになっている。高齢化問題が国の発展や社会の進歩妨げる巨大問題だと思われる。
この問題を解決するために、先進国の経験を学ぶべきである。日本と中国は一衣帯水の国であるからいろいろな共通点がある。日本の高齢化は世界で一番速い国であると思う｡高齢化社会に入った後の何十年間､日本政府は人口老齢化が持ってくる影響に対応するために､いろいろな福祉システムを制定して､社会サービスを改善して､豊かな経験を積み重ねた｡年金の面、厚生年金のことであるか、日本での年金納入比率は個人の収入に相応している；老人福祉施設の面で、いま充分な特別養護老人ホームを持っていて毎年経験豊かな看護師が育成される；中高年者の再就職の面で、企業へ資金援助という形式を通じて老人の再就職を促進している。毎年日本の高齢化問題に対して日本で実施している政策は完璧とは限らないが､何十年間の改革を経るし､そのシステムはある程度で積極的な効果がある｡日本は長時間の人口高齢化を経て社会保障制度を確立してまた最近四十年以来これらの制度がだんだん健全される。今相当立派な養老システムと言える。

この論文は近来日本高齢化の特点を分析したうえで、養老対策の中で代表性を持っている政策をあげる。日本の高齢化を分析して、中国に啓示する。中国の国情に応じる政策を探求する。これはこの論文の最高任務である。
キーワード：高齢化;年金;福祉施設;再就職
摘 要

随着社会经济的发展，生活水平的提高，医疗技术的进步，社会保障制度的改善，人们的平均寿命正在不断地提高。因此21世纪可以说是一个高龄化的世纪。同时因为丁克家族原因，一些年轻人不愿意生孩子，这使得新出生人口大大减少，老龄化问题日益显著。逐渐成为一个成为妨碍国家和社会发展的巨大问题。

日本是高龄化速度最快的国家，在进入高龄化社会的几十年里，为了应对高龄化的影响，日本政府建立了一系列的福利系统，改善了社会服务，积累了很多的经验。虽然现在日本的这一些政策不尽完善，但是经过几十年的改革已经取得了积极的成果。如今这些政策也渐渐得到健全，现在可以说是一个出色的养老体系。

这篇论文将会分析日本高龄化的特点，在其养老对策中例举出具有代表性的政策，通过分析日本的老龄化来启示中国，探求出符合中国国情的政策，这也是这篇论文的最高目标。
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1、はじめに
日本の高齢化速度は世界で一番であると思われる｡高齢化社会に入った後の何十年間､日本政府は人口老齢化が持ってくる影響に対応するために､いろいろな福祉システムを制定して､社会サービスを改善して､豊かな経験を積み重ねた｡年金制度によって老後の生活を保障できる；福祉機構の建設で老人の住宅問題が緩和できる；再就職政策で老人は自分の価値を再発見できるだけでなくある程度で労働力を補う。これらの政策があるので今の日本で高齢化程度が深くても社会の運行が整然としている。

実は中国の人口問題も厳しくなっている。昨年、中国の政府は人口についての重大な政策を実施し始めた、―――ふたり子政策である。これは最近四十年以来、中国政府は最初に子供の生むことを励む。

中国の人口結構は発達国とは別に、もう富まないままに高齢するという状況である。生産力が生産関係を決定し、経済基盤は上層建築が決定する。近年我が国の学者は高齢化にいろいろな研究を推進した。王小波『戦後日本年金制度の研究』の中で、戦後日本年金制度を巡って制度変遷理論で制度の建立、発展また今の状況を分析した。刘璐婵の『東南アジア養老研究――中国、日本、韓国の比較』の中で、日本養老制度と韓国の養老保険制度の比較、日本と韓国に三つ共有問題を指摘した。まずは支払標準が不合理である。次低収入人はこれらの政策から恩恵を得ることが少ないである。最後自主経営者の収入は評価しにくい。
では、なぜ我が国には人口政策の面で急に改革する。今、中国での高齢化はいったいどんな状況であるか、世界中で有名な日本老人養護政策はどういうことであるか、わが国は日本から何を勉強して自分の高齢化を解決するか。この論文はこれらの問題を巡って研究する。
2、近年高齢化の発展趨勢

2.1、世界中における高齢化の発展趨勢
政府の調査によると、2006年、全世界で60以上の高齢年者はもう6.88億に達した。2050年この群体は20億を超えるつもりである。それと同時に初めて全世界の児童の数を超える。今のところ、全世界半分以上の老人はアジアに居って次は欧州である。

2006年、老人は九人に一人である。国連の研究によって2050年には五人に一人で2150年三人に一人という状況を達する。実は高齢者自分自身老化し続けている。2006年80歳以上の老人は老人総合の13％に占める。2050年20％に達する。しかも百歳老人は2006年の28.7万から2050年の370万に飛び上がるつもりである。

次は世界各地高齢化の程度である。世界高齢化一番深い国は日本で27％ということである。後はドイツとイタリアである；老人数が10％を超える国は74個である、10％～20％は47個である。発達国は28％にしめる。老人数10％以下の国は118個があって全部発展途上国である。

このデータから見ると、発達国高齢化は発展途上国より厳しいであるが近年の研究によると、発展途上国の高齢化速度は発達国より速いである。最初人口高齢化は発達国に深く影響した。今発展途上国にだんだん顕著してくる。
2.2、日本老龄化特征及び趨勢

まず日本高齢化の原因を簡単に紹介する。第二次世界大戦の前で日本政府は生育を励ますし人工流産を禁じする。戦後の日本は〈優生保護法〉を頒布しまった。人口流産を解禁また経済の回復と生活水準の上げることにつれて、もっと良い生活を楽しむために少ない子供を産む傾向を迫っている。
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これでは、日本の生産率がぐっと下げた。だから、戦後五十年代からの十年の間で、生産率が、四パーセントから二点一パーセントに下がった。経済高速発展するうちに総合生産率が依然このあたりに変動していた。1998年日本の総合生育率は1.39%である。西方国家でもちょっど低いと思う。五十年代の平均寿命は男性―60、女性―64である。60年代、男性68、女性73に上昇した。この数字から見ると、出産率が急速に下げるとともに、長寿化がだんだん進んでいる。少子化によっての高齢化が迅速になっている。
1970年、65歳以上の人口数は総数の7.1%に占める。1985年も10．3に上昇した。日本政府発表した〈高齢化白書〉によると、2006年までの日本高齢人口はもう総合人口の21に占める。2035年約33.7％だと予測する。また日本各地に状況はさまざましている。都市の高齢化程度は農村により軽い。これは青年たちは都市に強くあこがれる。大学生卒業した後大分都市に留めって就職するわけである。

3、第二次世界大戦した後日本高齢化対策
3.1、日本年金制度の発展
日本の養老Ｓｙｓｔｅｍは公共援助、社会保険、社会福祉、公衆衛生や医療という4つの部分に構成する。国民の生活にとって、社会保障制度は今日では欠かすことのできないこととなっている。この制度の中には、年金、失業、労災などの社会保障や生活保護を含む所得保障、病気や怪我した場合に医療サービスを受ける医療保障、としをとったり、心身に障害を持つなど自分の力で生活を営むことができなくなった人を援助する社会福祉サービスが含まれている。

所得保障の中でも、老後生活にとって、重要なものが（公的）年金制度である。日本の年金制度は複雑な仕組み担っている。大まかに言うよ、一般の会社や団体などで、働く人々の厚生年金保険、公務員や公共団体職員などの共済年金それに農民や商工業者などの国民年金がある。しかしそれらの年金はそれぞれつくられた年代も異なるし、また年金受給年齢、年金額などもまちまちであった。年金制度として知られている日本の養老制度は、明治維新から始まった。第二次世界大戦した後いくつかの改正を行った。20世紀の「福祉国家」という建設の後、60年には、高速的な発展をしまった。1959年には、日本は「国民年金法」を制定し、こうした制度を統合する方向で改正したのが一九八六年四月に発足した新しい制度である。また、2000年代初頭に、日本政府は、高齢者のための福祉サービスシステムの改革を推進し、支持し、社会医療保険制度を導入しまった。
新しい年金制度は基礎年金や被用者年金の2つから成り立つ二階建ての仕組みになっている。基礎年金は、国民は六五歳に達すると、月額で五万円支給されることになっている。（この月額五万円と言うのは、一九八四年の支給額で、過去四十年間年金に加入した場合の金額である。）。被用者年金は、厚生年金を例にとるとその年金に何年間加入したか、年金保険料を支払ったときの給料額によって変わる。したがって、一人一人の受け取る年金額はその条件のしたがって異なる。モデル年金で計算すると、月額一七万六二〇〇円が支給される。モデル年金とは、加入期間四十年、平均標準報酬額二五万四〇〇〇円という条件を持つ人をモデルとして計算されたものである。

年金が老後の生活を支えるために大切な役割を果たしていることはぼく然とながらわかった。基本的には、年金は老後の生活保障を提供できる。また、将来の費用が保障があれば、今皆遠慮無く消費し、この国の内需を拡大する。これは一興両得のことである。

今後、高齢化が進むながら、公的年金は「成熟」していくことになり、モデル年金額に近い年金を受けとるひとも増えていく。こうなると、これまで老後生活の不安の中心であった「貧困」を防ぐために、年金は多くな役割を果たすことになる。しかし、一方で、年金に要する費用もますます増えていく。９０年大のバブル経済の影響を受けて、毎年恒例の年金支出は、政府に大きな負担となっている。そして将来に向けて、この膨張大きな費用をどう負担するのが頭の痛い問題となるつもりである。日本の年金制度は、経済の急速な発展の期間で構築されている、この点は中国に似てる。

この期間中、日本の人口は若い時代を経っている。経済も繁盛している。日本の年金制度は問題なしに進んでいる。逆に、年金制度以来、大幅に日本の急速な経済発展と繁栄を促進し、退職後の労働者の生活を確保する。

90年後、日本のバブル経済の崩壊と20世紀の初めには、高齢化と少子化両方の問題は、重い財政負担や圧力を打ちます。年金制度を改革することが不可欠となるようにする。これから、労働方式、生活方式に応じての年金制度を建てなければならない。
3.2、日本老人ための福祉機構
高齢化が進み、長生きする増えていくのは喜ばしいことだが、しかし、安心して老後を送るためには、ずいぶん費用がかかることも觉悟しなければならない。しかも、いま障害を持つ老人がたくさんいるから、これら持ってくる問題を考えなければならないである。

それでは現在、この要介護老人はどうなっているかというと、その大部分が家族に面倒を見てもらいながら自宅で暮らしている。この他、家族がいないと、病院や社会福祉施設などで暮らしている。いま日本福祉機構という施設は、二代住宅と老人養護ホームに分けて老人全世界中で相当に完備だといえる。日本は、老人と家族とともに共住むのを提唱する。この住宅は各代人の生活規律またライフスタイルに応じて設計して子供と親が一緒に暮らすことを喜んでいる促進する。ある程度で政府の養老負担を減軽する。老人養護ホームのことであるが、日本の老人養護ホームは公立、低費と完全自費三つの種類に分ける。人々は自分の条件と経済状況によって自分なりの老人ホームを選べる。この措置は個人の負担を減少できるし、みんな自分のホームを見つけられる。

しかも、毎年多い看護師が会社に入って高齢者にサービスして上げる。これらの看護師は、老人たちに科学的な養護方法を提供し、老人たちの幸せな老後生活QUALITYを保障する。
3.3、日本の再就職政策
日本は高齢化が相当に厳重する国である。社会福祉支払を減少するために、2006年以後、個人の能力と選びによって60歳退職する老人はもう五年の通勤時間を追加できる。多くの会社は豊富な経験を持っている老人を留任して欲しがっている。日本の政府は、老人人材市場の機能を強化し続ける；高齢化の背景で企業は人材管理制度改革を推進して政府の政策とともに老人の再就職機会を保障する。実はおおくの中高年者は退職した後、仕事の続くことを選ぶ。例えば地方自治体の役所の窓口で窓口業務をすることである。。高齢化のために日本の労働力は著しく不足であるし、この政策こそある程度で労働力不足の圧力を緩和できる。また老人者にとって自分の価値を見つけ直す。これは一興両得の政策だと思う。
4、中国への啓示
4.1、年金制度の改善
いまの中国は、中西部の経済の発展速度とレベルは不均等である。貧困地域人々にとって、貢献する費用に持ってくる負担は中東部の人々より重いである。そして、日本と年金改革のように、中国は地域の状況によって、ふさわしい年金費用を設定しなければならないである。これは第一の改革である。

企業年金は、公的年金や政府の年金に加えて、退職所得保障を提供するために、企業の労働者に確立された経済状況に応じて、国の政策の指導の下、企業を施行する年金である。
2012年まで中国の実際企業年金保有量は4821億元、国民総生産の割合が少ないである。企業年金を建設した企業は極めて多くて総合人口の1％に足りない。

また、企業年金の資金量は低い。GDPの0.6％に占めるしかない。それに反して、全世界年金の総合はもう２０％を超えた。

企業年金制度は、養老system で第二の柱として知られている、企業年金制度は、より多くの国によって認識されるだけではなく採用されている。

中国は幅広くて各地の人口特点が異なる。中東での発達した町は、年金制度の一部としては、企業年金が重要な役割を果たしている。

いまの企業年金は、企業が個人給料の20％を支払うことを、個人が8％を支払いる。これは、人々はいくらの給料でも同じの納入水準を実施する。この水準は、ちょっと改善する必要であると思う。例えば、月給3000以下の人は自分の面で支払う必要がないである。そして企業は個人所得の30％を支払う。月給3000以上から8000までの人は個人の5％を支払いで企業は25％を納入する。これはいま私の考えであるから、具体的なデータは、全国の人の収入総合と収入格差を分析するだけで最後出てくれる。

また税制上の優遇措置を取る。優遇政策は企業年金制度の発展を強力的に促進ことができる。我が国には、この面で不足のは企業の積極性が足りないからである。これから日本の経験を学んで税制上の優遇政策を企業を刺激し、雇用者を引導する。これは第二の改革方案である。
4.2 、福祉機構の拡大
いまの中国で、特別老人養護ホームの問題面で、町は農村より厳しいにきまわっている。農村でいる人は、彼ら自分自身の大きな住宅を持っている。一般的には、老人と子供は一緒に住む。平時に高齢者の世話をするのは非常に簡単である。

しかしながらシティの人たちは、住宅の料金はたかいですからハウスのスペースは小さいである。一般的にはこともと親は共に住んではならない。したがって、子供は親を世話しにくい。

地価のために、シティで特別養護老人ホームの費用はちょっと高いけれども高需要である。上海、北京などの十つのシティの調査によって、高齢者の1000人当たりの平均床は24.4つである。大部の老人ホームは個人経営である、しかも看護師は非常に不足である。。こんな厳しい現状を改善するために、政府の介入は必要である。2013年日本政府社会福祉の公共支出はGDPの2.8％に占めた。中国は1.9％だけである。これから、日本を学んで政府の公共投入を拡大し、これは老人の住宅問題を解決するための経済基礎と思う。

次は看護師の育成という面である。実は我が国でこの人材の育成がいつも重視しないである。看護師の給料が会社平均給料より少ないで社会地位も低いである。今中国の大学で、看護師という人材の育成も軽視という態度を持っている。そこで、今から、これらの面で改革する必要があると思う。大学で相関的な学科を開設し、看護師をいう人材を育成しはじめる。会社で、看護師の給料を増加する。こんな時に、だんだん今の状況を改善し始める。
4.3、再就職政策の推進
近頃、双方向性のビデオテックスを使って、若者にアルバイトや就職情報を提供するシステムがある。求人要領の欄には、経験がますます重要になっていく。実は、6、70歳の老人は、豊富な人生経験を持っている。彼達より経験が多い人はないと思う。これから、中高年の再就職は当然に思い当たりである。学校の教師も、小中学校ではクラスを担任するにはかなり体力がいるから、高齢者が最適である。例えば、社会、歴史、科学などの学科で、年配の先生からものの見方の移り変わりや先生自身の長い体験を合わせる話を聞かせてもらったほうが印象に残りはしやすいである。少なくとも高等学校なら、授業を考えれば高齢者の職場になりそうである。もう一つは、手に技術をもった高齢者を起用である。いま中国の子供は、家務事をしないで、生産の現場を見る機会がないまま育ている。これこそ、様々な職域で経験がある中高年者は、これらの子供の先生としてふさわしいものと思う。

教師はただ老人に再就職できる職業の中での1つである。実は今の会社いろいろな職業で老人の経験が十分に不可欠である。今から、政府は、高齢者の再雇用に従事する民間職業紹介機関に高齢者の再雇用の進むことを頼む。まず法律を頒布する必要がある。残念ですが、今の中国これらの面で法律が空白であるし法律の誘導が必要である。退職年齢への高齢者を雇用機関が、彼らは他の知識とビジネスの経験を再生することができれば、政府が雇用者に補助金を与えるし資金を提供している。仕事に引退したくない高齢者は、企業でも政府でもこれらの群体を十分に重視しなければならない。
次は依然財政の投入である。ただ企業を頼むのは足りないである。財政を利用して、老人再就職という産業を建設し、この巨大な市場を開発する。高齢化を緩和するだけでなく、これらの老人の養護問題を解決すると、巨大な消費動力を持ってくることができる。一連な社会価値を創造できる。
5、結論
高齢者社会は、老人だけの問題ではない。国民各層こその問題であるし、特に中国では将来厳しくなっていく。また考えなければならない分野は経済、労働、保健、教育、福祉、など多方面に渡る。したがって、高齢化によって起こる様々な問題をあきらかにすることは、今中国における若い世代の将来で一部を予想することにもつながる。

高齢化問題に対して日本で実施している政策は完璧とは限らないが､何十年間の改革を通じて､そのシステムはある程度で積極的な効果がある｡今、この方面で先進国――日本を学んで予め政策を設定し、将来我が年代の若者の圧力は軽くなることができる。日本の高齢化問題を解決する成果と失敗経験の研究は､中国の高齢化問題を解決することにも積極的な参考意義がある｡
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